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日本化学工業協会 
 

目標：１）２００８～２０１２年度の平均として、エネルギー原単位を１９９０年の８０％にするよ
う努力する。 

［ただし、今後エネルギー原単位悪化要因が顕在化した場合には、８７％程度になり得る。］ 
２）本社ビル、営業所等の業務部門での省エネ活動のガイドラインを設定し活動を開始する。 
３）政府主導の省エネ国民運動を促進する「化学産業の推進する家庭部門での省エネ活動」を、

日化協の全会員を対象として募集し、活動を開始する。  
４）「日本の化学産業が保有する省エネルギー・環境に関する技術集」を作成し、途上国等の省

エネ技術を必要としている人々に提供する。 

５）省エネ新素材の開発・普及を継続して行う。 

 

１１１１．．．．    目標達成度目標達成度目標達成度目標達成度    
 

        
 

 

                                                    図図図図 1    エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー原単位指数原単位指数原単位指数原単位指数のののの推移推移推移推移 
 

注）２００８年度以前の数値の修正に関して記載します。 
①参加企業数の増減 
新規参画 2社、脱退 5社と参加企業数の減少があり、２０１０年８月１８日現在の参加
企業の実績集計を１９９０年度に遡って、行っています。 

②エネルギー使用量の大きい企業において、会社合併前後のエネルギー原単位の算定方法
の違いを、過去に遡って是正したため、昨年度報告値に対しエネルギー原単位指数値に
約 1ポイント程度の差異が生じています。 

 
２００８年度はリーマンショックの影響により、エネルギー原単位指数は８８と悪化し、

２００８～２０１２年度の初年度は厳しい数値となりました。目標に記載している[ただし、
今後エネルギー原単位悪化要因が顕在化した場合には、８７程度になり得る。]が現実のもの
となりました。２００９年度は、生産指数は３ポイント微増と景気回復は不十分でしたが、
エネルギー原単位指数は８５と前年度より３ポイント改善され省エネ努力の成果が伺えます。 
今後は景気が回復することが前提ですが、効果のあった対策についての情報の共有化を更

に進め、各社における更なる省エネ設備の投資と技術開発を継続すること等により、２００
８～２０１２年度の平均エネルギー原単位指数を１９９０年度比で８０％になるよう努力し
てまいります。 
１）景気の回復効果 
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２００７年度並み（生産指数1 29）への景気回復により４～５ポイントの改善が可能です。 
２）省エネ投資と省エネ技術開発 
２００９年度の省エネ投資による削減が原油換算で 33万kl、２０１０年以降で 40万kl
の計73万klの削減が期待され、これは ２００９年度のエネルギー使用量の約3％に相当し、
３ポイントの改善が見込まれます。更に、「累積省エネルギー投資と削減効果」の実績値
から、２０１１年度の省エネ投資による削減効果が２０１２年度で1ポイントと計４ポイン
トの改善が可能です。 
３）原単位算定方法等の周知徹底 
ユーティリティ（電力、蒸気等）のダブルカウント防止、廃棄物、バイオマスはエネルギ

ー使用量から除外等、算定ルールを周知徹底し、１ポイントの改善を図ります。 
２００８、２００９年度はリーマンショックの影響により、プラントの稼働率が低下した

ため、エネルギー原単位悪化要因が顕在化したものの、省エネ投資、個社での省エネ技術開
発を継続しており、今後も目標達成に向けて最大限努力していきます。 

 
この状況においてもエネルギー原単位が改善した企業では、 

１）生産量の増大 
２）生産設備の改善（省エネ設備導入等） 
３）運転方法の改善 
の順でその原単位改善への寄与を挙げています。 
 

エネルギー原単位が悪化した企業においては、 
１）生産量の減少 
２）製品構成の変化（小ロット化等） 
３）生産設備の変動（故障、効率低下等） 
の順でその原単位悪化の要因を挙げています。 
 
● 目標採用の理由 
１）エネルギー原単位指数は、企業が管理できる数字であり、努力によって向上させることがで

きるため、妥当であると考えました。目標値を 1990 年度比 90％で自主行動計画を開始しまし
たが、2006 年度の実績が 90％を大幅に上回り、82％となったことを踏まえ、更なる省エネル
ギー活動を推進するため、上記の新規目標値に更新しました。 

２） 業務部門での省エネ努力も、ＣＯ２削減に貢献できる対策であり、目標に組み入れて自主行
動の中で推進していくことにいたしました。 

３）国民の省エネへの関心を高めることは、省エネ活動への理解を深め、日々の努力により、 
ＣＯ２削減に繋がるものと考えます。 

４）発展途上国への技術移転を行うことは、地球規模でのＣＯ２ 削減に貢献できることと考えま
した。 

５)省エネ新素材の開発はＣＯ２ 削減のキーファクターであり、企業の省エネ努力とともに
重要な技術開発と考えました。 

 

２２２２．．．．目標達成目標達成目標達成目標達成へのへのへのへの取組取組取組取組みみみみ    
● 目標達成のためのこれまでの取組み 

① 設備・機器の効率改善 
② 運転方法の改善 
③ 排出エネルギーの回収 
④ プロセスの合理化 
⑤ 燃料転換等 

 

● 2009 年度に実施した温暖化対策の事例、推定投資額、効果 
 

ここ数年３００～４００億円/年の省エネルギー関連投資を行っていましたが、２００９年
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度はリーマンショックの影響を受け、約２８９億円の投資となり、前年度比で６０億円の減
額となりました。削減効果については原油換算で３３．５万kl削減したとの報告を受けてい
ます。 

２００９年度に実施してきた対策事項を件数、投資額の多い順に以下に示します。件数順
位は前年と同じですが、投資総額順で前年２位のプロセスの合理化に代わり、排出エネルギ
ーの回収が２位、運転方法の改善が３位となっております。         

  件数順件数順件数順件数順                                                                    投資額順投資額順投資額順投資額順    
①設備・機器効率の改善         ①設備・機器効率の改善 
②運転方法の改善            ②排出エネルギーの回収 
③排出エネルギーの回収         ③運転方法の改善 

 
 

表表表表    １１１１    ２００２００２００２００９９９９年度年度年度年度    企業企業企業企業のののの省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー対策対策対策対策        

分類 分類番号 具体的対策事項 件数
投資額

百万円（累計）
削減効果

（ｋｌ）（累計）

1 圧力、温度、流量、還流比率等条件変更 40 226 22,671

2 運転台数削減 23 168 8,048

3 生産計画の改善 6 55 2,408

運転方法の改善 4 長期連続運転､寿命延長 2 45 179

5 時間短縮 11 104 2,996

6 高度制御､制御強化､計算機高度化 24 132 6,680

7 再利用､リサイクル､その他 10 280 4,833

小　　　計 116 1,009 47,815

8 排出温冷熱利用･回収 23 1,374 15,930

排出エネルギーの 9 廃液､廃油､排ガス等の燃料化 9 6,141 64,774

回収 10 蓄熱､その他 9 565 3,090

小　　　計 41 8,080 83,794

11 プロセス合理化 23 1,351 21,168

プロセスの合理化 12 製法転換 3 250 283

13 方式変更、触媒変更 5 245 1,025

14 ピンチ解析適用、その他 4 382 6,766

小　　　計 35 2,228 29,242

15 機器性能改善 19 3,142 5,722

16 機器､材質更新による効率改善 45 1,897 15,094

設備･機器効率の 17 コージェネレーション設置 2 0 7,726

改善 18 高効率設備の設置 42 7,103 73,714

19 照明、モ一ター効率改善、その他 29 273 19,457

小　　　計 137 12,415 121,713

その他 20 製品変更、その他 20 5,186 51,997

合　　　計 349 28,917 334,561
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設備･機器効率の改善

運転方法の改善

排出エネルギーの回収

プロセスの合理化

その他

49%
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9%

20%

投資額

設備･機器効率の改善

運転方法の改善

排出エネルギーの回収

プロセスの合理化

その他

 

 

 

●今後実施予定の対策 
今回の調査で報告された今後実施が計画されている省エネルギー対策は３６７件（前年４

０４件）あり、その投資額は累計で約８５０億円と見込まれています。エネルギー削減効果
は、原油換算で約４０万 kl と算出されています。計画されている対策事項を表２に示します。 
 

表表表表２２２２    ２０２０２０２０１０１０１０１０年度以降年度以降年度以降年度以降でででで計画計画計画計画されているされているされているされている省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー対策対策対策対策    

分類
分類
番号

具体的対策事項 件数
投資額

百万円（累計）
削減効果

（ｋｌ）（累計）
1 圧力、温度、流量、還流比率等条件変更 33 237 34,748
2 運転台数削減 10 346 11,730
3 生産計画の改善 2 30 481

運転方法の改善 4 長期連続運転､寿命延長 1 45 175
5 時間短縮 12 304 3,186
6 高度制御､制御強化､計算機高度化 26 584 7,184
7 再利用､リサイクル､その他 9 281 8,505

小　　　計 93 1,827 66,009
8 排出温冷熱利用･回収 30 8,165 60,354

排出エネルギーの 9 廃液､廃油､排ガス等の燃料化 4 4 27,477
回収 10 蓄熱､その他 4 560 2,400

小　　　計 38 8,729 90,231
11 プロセス合理化 25 17,505 39,519

プロセスの合理化 12 製法転換 8 4,530 6,217
13 方式変更、触媒変更 10 460 4,846
14 ピンチ解析適用、その他 1 0 650

小　　　計 44 22,494 51,232
15 機器性能改善 25 2,027 7,978
16 機器､材質更新による効率改善 43 5,652 19,762

設備･機器効率の 17 コージェネレーション設置 6 4,520 10,791
改善 18 高効率設備の設置 66 38,018 94,271

19 照明、モ一ター効率改善、その他 36 799 18,611
小　　　計 176 51,016 151,413

その他 20 製品変更、その他 16 911 38,170
総　　　計 367 84,976 397,055  

 

 
● クレジット活用の考え方と海外における具体的な取組み状況 
 ＜目標達成のためのクレジットの活用方針と参加企業の状況＞ 
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((((単位単位単位単位：ｔ－ＣＯ：ｔ－ＣＯ：ｔ－ＣＯ：ｔ－ＣＯ２２２２））））

クレジットクレジットクレジットクレジットのののの種類種類種類種類 2009200920092009年度償却量年度償却量年度償却量年度償却量 2009200920092009年度売却量年度売却量年度売却量年度売却量

京都京都京都京都メカニズムメカニズムメカニズムメカニズムによるによるによるによるクレジットクレジットクレジットクレジット 0000 0000

国内国内国内国内クレジットクレジットクレジットクレジット 0000 0000

試行排出量取引試行排出量取引試行排出量取引試行排出量取引スキームスキームスキームスキームのののの排出枠排出枠排出枠排出枠 0000

クレジットクレジットクレジットクレジット量等合計量等合計量等合計量等合計 0000 0000 0000

2008200820082008～～～～2012201220122012年度年度年度年度
取得予定量取得予定量取得予定量取得予定量

 

 

 

３３３３．．．．クレジットクレジットクレジットクレジット調整後調整後調整後調整後ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２排出量排出量排出量排出量    
 

●温対法調整後排出係数に基づくＣＯ２排出量（図２） 
         

 

 

 

２００８年度のＣＯ２排出量は、生産指数の低下の影響を受け、大幅に低下し、基準年を下
回る排出量となりました。２００９年度は生産量が増加したにも関わらず、事業者の省エネ努
力により削減が進み、自主行動計画の中で最大の排出量削減となりました。 
２００８～２０１２年度見通しは景気回復により生産指数が２００７年度並に回復するとの
見通しでの算出となっています。このときの購入電力の炭素排出係数は、0.833（ t-C/kWh）
を使用しています。 
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４４４４．．．．実排出係数実排出係数実排出係数実排出係数にににに基基基基づくづくづくづく実実実実ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２排出量排出量排出量排出量    
 

● 実排出係数に基づくＣＯ２排出量（図３）   

 

 

２００８年度のＣＯ２排出量は、生産指数の低下の影響を受け、大幅に低下し、基準年を下
回る排出量となりました。２００９年度は生産量が増加したにも関わらず、事業者の省エネ努
力により削減が進み、自主行動計画の中で最大の排出量削減となりました。 
２００８～２０１２年度見通しは景気回復により生産指数が２００７年度並に回復するとの
見通しでの算出となっています。 

 

５５５５．ＣＯ．ＣＯ．ＣＯ．ＣＯ２２２２排出量増減排出量増減排出量増減排出量増減のののの理由理由理由理由    
●１９９０～２００９年度のＣＯ２排出量増減の解析 
 

自主行動計画を始めてからのＣＯ２排出量の変化要因を数学的手法により解析すると、下表
のようになります。 

 
表表表表    ３３３３    ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２排出量排出量排出量排出量のののの要因分要因分要因分要因分析析析析    

ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２排出量増減排出量増減排出量増減排出量増減 ▲ 288▲ 288▲ 288▲ 288 252252252252 4%4%4%4% ▲ 18▲ 18▲ 18▲ 18 0%0%0%0% ▲ 311▲ 311▲ 311▲ 311 -5%-5%-5%-5% 123123123123 2%2%2%2% 73737373 1%1%1%1% 101101101101 2%2%2%2%
事業者事業者事業者事業者のののの省省省省エネエネエネエネ努力分努力分努力分努力分 ▲ 277▲ 277▲ 277▲ 277 -4%-4%-4%-4% 129129129129 2%2%2%2% ▲ 75▲ 75▲ 75▲ 75 -1%-1%-1%-1% 23232323 0%0%0%0% ▲ 113▲ 113▲ 113▲ 113 -2%-2%-2%-2% ▲ 138▲ 138▲ 138▲ 138 -2%-2%-2%-2% ▲ 63▲ 63▲ 63▲ 63 -1%-1%-1%-1%
燃料転換等燃料転換等燃料転換等燃料転換等によるによるによるによる変化変化変化変化 30303030 0%0%0%0% 11111111 0%0%0%0% 86868686 1%1%1%1% ▲ 5▲ 5▲ 5▲ 5 0%0%0%0% ▲ 36▲ 36▲ 36▲ 36 -1%-1%-1%-1% ▲ 30▲ 30▲ 30▲ 30 0%0%0%0% ▲ 92▲ 92▲ 92▲ 92 -1%-1%-1%-1%
購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化 ▲ 35▲ 35▲ 35▲ 35 -1%-1%-1%-1% 34343434 1%1%1%1% 28282828 0%0%0%0% 20202020 0%0%0%0% 84848484 1%1%1%1% 84848484 1%1%1%1% 11111111 0%0%0%0%
生産変動分生産変動分生産変動分生産変動分 ▲ 6▲ 6▲ 6▲ 6 -4%-4%-4%-4% 79797979 1%1%1%1% ▲ 57▲ 57▲ 57▲ 57 -1%-1%-1%-1% ▲ 350▲ 350▲ 350▲ 350 -5%-5%-5%-5% 189189189189 3%3%3%3% 158158158158 2%2%2%2% 245245245245 4%4%4%4%
クレジットクレジットクレジットクレジット等等等等のののの償却量償却量償却量償却量・・・・売却量売却量売却量売却量 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000

01 → 0201 → 0201 → 0201 → 0299 → 0099 → 0099 → 0099 → 00 00 → 0100 → 0100 → 0100 → 01 03 → 0403 → 0403 → 0403 → 0402 → 0302 → 0302 → 0302 → 0397 → 9897 → 9897 → 9897 → 98 98 → 9998 → 9998 → 9998 → 99

 

 

ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２排出量増減排出量増減排出量増減排出量増減 ▲ 57▲ 57▲ 57▲ 57 -1%-1%-1%-1% ▲ 52▲ 52▲ 52▲ 52 -1%-1%-1%-1% 114114114114 2%2%2%2% ▲ 817▲ 817▲ 817▲ 817 -13%-13%-13%-13% ▲ 133▲ 133▲ 133▲ 133 -2%-2%-2%-2% ▲ 394▲ 394▲ 394▲ 394 -6%-6%-6%-6%
事業者事業者事業者事業者のののの省省省省エネエネエネエネ努力分努力分努力分努力分 ▲ 111▲ 111▲ 111▲ 111 -2%-2%-2%-2% ▲ 146▲ 146▲ 146▲ 146 -2%-2%-2%-2% 8888 0%0%0%0% 300300300300 5%5%5%5% ▲ 185▲ 185▲ 185▲ 185 -3%-3%-3%-3% ▲ 968▲ 968▲ 968▲ 968 -15%-15%-15%-15%
燃料転換等燃料転換等燃料転換等燃料転換等によるによるによるによる変化変化変化変化 ▲ 74▲ 74▲ 74▲ 74 -1%-1%-1%-1% ▲ 78▲ 78▲ 78▲ 78 -1%-1%-1%-1% ▲ 81▲ 81▲ 81▲ 81 -1%-1%-1%-1% ▲ 0▲ 0▲ 0▲ 0 0%0%0%0% ▲ 8▲ 8▲ 8▲ 8 0%0%0%0% ▲ 124▲ 124▲ 124▲ 124 -2%-2%-2%-2%
購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化 51515151 1%1%1%1% 2222 0%0%0%0% 150150150150 2%2%2%2% ▲ 219▲ 219▲ 219▲ 219 -3%-3%-3%-3% ▲ 81▲ 81▲ 81▲ 81 -1%-1%-1%-1% ▲ 135▲ 135▲ 135▲ 135 -2%-2%-2%-2%
生産変動分生産変動分生産変動分生産変動分 76767676 1%1%1%1% 170170170170 3%3%3%3% 37373737 1%1%1%1% ▲ 898▲ 898▲ 898▲ 898 -14%-14%-14%-14% 141141141141 2%2%2%2% 833833833833 13%13%13%13%
クレジットクレジットクレジットクレジット等等等等のののの償却量償却量償却量償却量・・・・売却量売却量売却量売却量 0000 0000 0000 0000 0000 0000

単位単位単位単位：：：：万万万万tttt ----COCOCOCO2222

04 → 0504 → 0504 → 0504 → 05 05 → 0605 → 0605 → 0605 → 06 06 → 0706 → 0706 → 0706 → 07 07 → 0807 → 0807 → 0807 → 08 08 → 0908 → 0908 → 0908 → 09 90 →0990 →0990 →0990 →09

 

 

＊ 表の中の ％ は１９９０年度の総ＣＯ２排出量に対する割合 
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基準年からの生産活動による増加１３％に対し、事業者による省エネ努力分が累積で 
－１５％と大きく寄与し、企業による省エネ努力により、削減がなされていることがわかり
ます。 

 

                                  
            

●２００９年度の排出量増減の理由 
 

２００８年度は生産量低下の影響を受けＣＯ２排出量が大幅に減少したことに加え、電力の
クレジット等反映排出係数に基ずく算定を実施したことから、単年度では、環境自主行動計画
の中で最大の排出量削減となりました。２００９年度は生産量が増加したにも関わらず、事業
者の省エネ努力により削減が進み、２００８年度を上回る最大の排出量削減となりました。 
 

 

 ６６６６．．．．参考参考参考参考データデータデータデータ 

 

●エネルギー使用量 
 

  

0 

2 

4 

6 

8 

10 

1990 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2008-2012

2704.9 2917.8 2903.4 2913.7 2933.0 2670.9 2651.4 2798.7 

0.0 

(万
kl

)

エネルギー使用量 BaU

目標値

見通し

実績値

（年度）

 

 

          図図図図    ４４４４    エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー使用量使用量使用量使用量のののの推移推移推移推移    
    

 ２００８年度は生産指数の低下の影響を受けエネルギー使用量は低下し、基準年並の数値
となりました。２００９年度は生産量が増加したにも関わらず、事業者の省エネ努力により最
小のエネルギー使用量となりました。 

 

 

●ＣＯ２排出原単位指数 
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                図図図図５５５５    CO2排出原単位指数排出原単位指数排出原単位指数排出原単位指数のののの推移推移推移推移 
２００８～２０１２年度は景気回復により生産指数が２００７年度並に回復するとの見通し
での算出となっています。このときの購入電力の炭素排出係数は、0.833（ t-C/kWh）を使用
しています。 

 

 

表表表表 ４４４４        CO2排出原単位変化排出原単位変化排出原単位変化排出原単位変化のののの要因分析要因分析要因分析要因分析 
        

97 → 9897 → 9897 → 9897 → 98 98 → 9998 → 9998 → 9998 → 99 99 → 0099 → 0099 → 0099 → 00 00 → 0100 → 0100 → 0100 → 01 01 → 0201 → 0201 → 0201 → 02 02 → 0302 → 0302 → 0302 → 03 03 → 0403 → 0403 → 0403 → 04

COCOCOCO2222排出原単位排出原単位排出原単位排出原単位のののの増減増減増減増減 -3.6%-3.6%-3.6%-3.6% 2.2%2.2%2.2%2.2% 0.5%0.5%0.5%0.5% 0.5%0.5%0.5%0.5% -0.9%-0.9%-0.9%-0.9% -1.1%-1.1%-1.1%-1.1% -1.8%-1.8%-1.8%-1.8%

事業者事業者事業者事業者のののの省省省省エネエネエネエネ努力分努力分努力分努力分 -3.4%-3.4%-3.4%-3.4% 1.8%1.8%1.8%1.8% -0.7%-0.7%-0.7%-0.7% 0.1%0.1%0.1%0.1% -1.7%-1.7%-1.7%-1.7% -1.8%-1.8%-1.8%-1.8% -1.1%-1.1%-1.1%-1.1%

燃料転換等燃料転換等燃料転換等燃料転換等によるによるによるによる変化変化変化変化 0.2%0.2%0.2%0.2% -0.2%-0.2%-0.2%-0.2% 0.6%0.6%0.6%0.6% 0.3%0.3%0.3%0.3% -0.1%-0.1%-0.1%-0.1% -0.2%-0.2%-0.2%-0.2% -0.2%-0.2%-0.2%-0.2%

購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化 -0.4%-0.4%-0.4%-0.4% 0.6%0.6%0.6%0.6% 0.6%0.6%0.6%0.6% 0.0%0.0%0.0%0.0% 0.9%0.9%0.9%0.9% 1.0%1.0%1.0%1.0% -0.5%-0.5%-0.5%-0.5%

クレジットクレジットクレジットクレジット等等等等のののの償却量償却量償却量償却量・・・・売却量売却量売却量売却量 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000

04 → 0504 → 0504 → 0504 → 05 05 → 0605 → 0605 → 0605 → 06 06 → 0706 → 0706 → 0706 → 07 07 → 0807 → 0807 → 0807 → 08 08 → 0908 → 0908 → 0908 → 09 90 → 0990 → 0990 → 0990 → 09
COCOCOCO2222排出原単位排出原単位排出原単位排出原単位のののの増減増減増減増減 -1.6%-1.6%-1.6%-1.6% -2.6%-2.6%-2.6%-2.6% 0.9%0.9%0.9%0.9% 1.0%1.0%1.0%1.0% -3.6%-3.6%-3.6%-3.6% -17.1%-17.1%-17.1%-17.1%
事業者事業者事業者事業者のののの省省省省エネエネエネエネ努力分努力分努力分努力分 -1.4%-1.4%-1.4%-1.4% -2.0%-2.0%-2.0%-2.0% 0.0%0.0%0.0%0.0% 3.7%3.7%3.7%3.7% -2.2%-2.2%-2.2%-2.2% -13.1%-13.1%-13.1%-13.1%
燃料転換等燃料転換等燃料転換等燃料転換等によるによるによるによる変化変化変化変化 -0.7%-0.7%-0.7%-0.7% -0.2%-0.2%-0.2%-0.2% -0.5%-0.5%-0.5%-0.5% 0.2%0.2%0.2%0.2% -0.7%-0.7%-0.7%-0.7% -2.7%-2.7%-2.7%-2.7%
購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化購入電力分原単位変化 0.5%0.5%0.5%0.5% -0.4%-0.4%-0.4%-0.4% 1.5%1.5%1.5%1.5% -2.8%-2.8%-2.8%-2.8% -0.7%-0.7%-0.7%-0.7% -1.3%-1.3%-1.3%-1.3%
クレジットクレジットクレジットクレジット等等等等のののの償却量償却量償却量償却量・・・・売却量売却量売却量売却量 0000 0000 0000 0000 0000 0000  

 

   ＊1990 年のＣＯ２排出原単位（ＣＯ２排出量／生産活動量）に対する変化率を％で表示 
 
要因分析結果を見ると、２００８年度は電力のクレジット等反映排出係数に基づく算定を実

施したことから、購入電力に起因する変化がマイナスの方向にふれました。２００９年度は事
業者の省エネ努力による改善が見られます。１９９７年度以降の１２年を振り返ってみると、
２００９年度の排出原単位が１９９０年比で１７％改善した要因の大半が、企業の省エネ活動
に起因しているといえます。 

 

７７７７．．．．民生民生民生民生・・・・運輸部門運輸部門運輸部門運輸部門からのからのからのからのＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２排出削減排出削減排出削減排出削減へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みみみみ    

●本社本社本社本社ビルビルビルビル等等等等オフィスオフィスオフィスオフィスからのからのからのからの排出排出排出排出    
１）本社ビル等オフィスにおける削減目標と目標削減状況 

【目標内容】 
 日化協としてのガイドラインを設定する努力をしていますが、下記のような目標が企業で設定
され、自主的に進められています。 
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①事務所における省エネルギーの推進：電力使用量２０１０年度迄に１９９０年度比６％削減 
②本社、支店での電力量を、例えば、１％／年削減 
③オフィスの冷房温度 ２８℃以上の設定 
④オフィス電気使用量を毎月監視し削減活動前のレベルに戻さない等 

 
【目標進捗】 
床面積と購入電力量について把握している企業は表７のようになっています。 

                                            表表表表５５５５    参加企業参加企業参加企業参加企業におけるにおけるにおけるにおけるオフィスビルオフィスビルオフィスビルオフィスビルでのでのでのでの購入電力使用量購入電力使用量購入電力使用量購入電力使用量    
  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 

床面積記入企業数 45 73 82 85 96 

床面積総数(千ｍ２） 280 367 412 416 381 

購入電力使用量(千 kwh） 48,817 58,362 65,469 66,668 55,043 

購入電力使用量／床面積総数 174 159 159 160 144 

  業務部門での省エネ意識は高まってきたことが、床面積記入企業の増加から推察されます。 
   （参考） 「ビルエネルギー運用管理ガイドライン（2008.6.4）」  

（社）日本ビルヂング協会連合会 
               ■化学系オフィスの購入電力使用量/床面積総数：１５０kwh/m2 
 
２）業務部門における対策とその効果について 

オフィスビルの省エネの対策の事例は、１０２社から１７６件の報告があり、活動が活発
に推進されております。多い事例として、下記３項目が挙げられます。項目は２００８年度
と変わっておりません。 
① クールビズ励行と冷暖房の温度管理の徹底：６９件（前年度５８件） 
② 不要照明の消灯：５６件（同５７件） 
③ 省エネ機器への更新：１８件（同１６件） 

 
●物流物流物流物流からのからのからのからの排出排出排出排出 

参加企業２０６社のうち、特定荷主である輸送量 ３０００万(トン・ｋｍ)以上の企業は 
７８社です。 
２００８年度から輸送量に加え、エネルギー消費量、ＣＯ２排出量の記載を開始しました。 
 

    表表表表６６６６    輸送輸送輸送輸送におけるにおけるにおけるにおけるエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費量消費量消費量消費量とととと CO2CO2CO2CO2 排出量排出量排出量排出量    
  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 

床面積記入企業数 62 72 81 84 95 

床面積総数(千ｍ２） 77,915 104,598 117,567 113,382 120,455 

購入電力使用量(千 kwh） 4,053,894 3,921,390 252,932 4,104,013 5,367,597 

購入電力使用量／床面積総数 144 158 186 179 109 

 

注）エネルギー消費量値は、昨年の報告と１桁近く小さいため、次年度の検討課題とする。 
 
目標を掲げて省エネ活動をしていると回答した企業は６７社でした。以下に取組の例を示

します。また、目標の設定に関わらず、１００社の企業から２４６件の具体的な活動の報告
がありました。主な取り組みの例を表７に示します。 
①トン・キロあたりのエネルギー原単位を年率１％削減 
②鉄道輸送率を対前年１％増加する。 
③当社は 85％が海上大量輸送の為、陸上輸送の １％／年 削減を目標。 
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                表表表表７７７７    輸送輸送輸送輸送におけるにおけるにおけるにおける省省省省エネエネエネエネ努力努力努力努力    

具体的活動 件 数 主 な 活 動 内 容 

モーダルシ

フト 

61 社 

72 件 

・製品輸送のトラックから JR への切り替え（CO2 排出量 153t 削減） 
・3000 千トンキロ相当の輸送を、トラックから鉄道へ切替えた。 
・中国・九州地区向け区域トラックからコンテナ船への切替（115KL/Y 削減) 
・鉄道、船舶へのモーダルシフト（現モーダルシフト率 70%） 
・内航コンテナ船によるモーダルシフトを実施し、690 ﾄﾝ（CO2）削減 

積載率の向

上 

44 社 

56 件 

・定期巡回便を設定し大型輸送による効率化。約 7kℓ/年 燃料使用量削減 
・小ロットユーザーへのロット変更による大型輸送を開始。10kℓ/年 燃料使

用量削減 
・復便の利用等によるトンキロの効率化、パレットレス化 
・トラックの帰り便の利用 積載率のｱｯﾌﾟ 

輸送経路の

最適化 

30 社 

37 件 

・近距離港の活用による陸上輸送距離の短縮 
・生産拠点からの直送化推進による輸送距離の短縮 
・物流統合配送システムを新規に稼動し、配送ルートの最適化をシステム的

に実施。 
・輸出港の見直し （1年あたり約 200GJ のエネルギー消費量削減） 

省エネ車の

導入・エコ運

転 

30 社 

30 件 

・新造船使用により燃費改善、燃料もＡ重油使用として原単位換算で昨年比
19％改善 

・省エネタイヤの採用（18 車／165 本採用）・ハイブリッド車やエコタイヤ
の導入 

・省エネ運転の推進を各運送業者へ依頼 

共同配送 12 社 

15 件 

・他社との輸配送アライアンスの導入（原油換算７０kL 削減） 
・返品戻り品の共同輸送便の活用強化 
・複数社への混載による輸送 

その他 

 

36 件 ・物流拠点の集約（原油換算５７kL 削減） 
・物流センター建設による、保管・出荷拠点の集約化 
・廃棄物発生抑制・自社処理能力増強による廃棄物輸送量を低減 

    

●●●●国民運動国民運動国民運動国民運動にににに繋繋繋繋がるがるがるがる取組取組取組取組みみみみ    
１）環境家計簿等の取組み結果  
  ５７社からの回答がありました。内訳は表８の通りです。会社の活動のへの参加では、「家
庭用の省エネチェックシートを使って、家族全員参加の省エネ活動」、「エコゾウさんのシス
テムを用いて家庭での省エネ活動を実施。」などが実施されています。また、表９に従業員へ
の啓発方法を示しました。 
 
                表８ 民生部門への貢献 

活動内容 件 数 参加従業員数 CO2削減期待値（ｔ） 
環境家計簿の活用 16 10,866 － 
会社の活動へ参加 31 51,853 1,482 
日化協ABC活動へ参加 6 7,200 3,344 
チームマイナス６％活動へ参加 3 1,758 583 
省エネ製品購入時の補助金制度を利用 3 110 － 
その他 8 0.5 － 

合  計 67 71,788 5,409 
 
                 表９ 従業員への啓発方法 

啓発方法 件 数 
社内報、イントラの活用 56 
省エネ推進員会等組織での活動 40 
ＲＣレポート、ＣＳＲレポートへ記載 8 
社内での環境教育 20 
その他 3 

合  計 127 
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● 製品製品製品製品・・・・サービスサービスサービスサービス等等等等をををを通通通通じたじたじたじた貢献貢献貢献貢献：：：：化学製品化学製品化学製品化学製品のののの貢献貢献貢献貢献（（（（ＬＣＡＬＣＡＬＣＡＬＣＡ的観点的観点的観点的観点からのからのからのからの定量評価定量評価定量評価定量評価）））） 

１）．炭素繊維の例 
炭素繊維は、製造時に高温で繊維を熱処理することから、従来素材に比べて素材製造時に
多くのエネルギーを消費します。しかし、原料から、素材・組立・使用・廃棄までのライ
フサイクルを通した環境負荷低減効果を総合的に評価する「ライフサイクルアセスメン
ト」、“ＬＣＡ”的観点においては、組立・使用・廃棄といったライフサイクルでの環境負
荷を大幅に低減することにより、環境改善に大きく貢献することができる素材です。 
炭素繊維を１トン製造する際に排出するＣＯ２は２０トンになりますが、１０年のライフ
サイクルで見ると、炭素繊維１トンあたり、自動車は７０トン、航空機で１４００トンの
削減効果があり、日本の乗用車（軽自動車を除く保有台数４２００万台）や旅客機（保有
台数４３０機）に炭素繊維が採用され、軽量化による燃費向上が図れれば、１年間のＣＯ
２削減効果は約２２００万トンになると推定されます。これは、２００６年の日本国内Ｃ
Ｏ２総排出量（１３億トン）の約１.５％に相当します。 

    
    

協力： 東京大学 高橋教授、神戸山手大学 Feuerherd 教授、トヨタ自動車 

    
    

資料提供：炭素繊維協会 

図６ 炭素繊維１トンあたりのＣＯ２削減効果 

    
２）樹脂(塩ビ)サッシの例 
日本の家屋や事務所などの建物はアルミサッシ単板ガラス窓が多く、冬場の暖房、夏場の冷
房の際、窓からの熱の出入りが大きく、暖冷房エネルギーを無駄に消費しています。もし、
断熱窓を使用すれば、この無駄をなくすことができます。樹脂サッシ複層ガラス窓にするか、
既存の窓の内側に樹脂サッシの内窓を付けることがこれに
あたります。樹脂サッシとLow-E複層ガラスを組み合わせる
と窓から逃げる熱量を３分の１に低下させることができる
(図参照)ため、日本の住宅でこれまで主流であったアルミサ
ッシ単板ガラス窓という開ロ部を樹脂サッシLow-E複層ガラ
ス窓に改修することにより大きなCO2削減効果があります。 
家庭から排出されるCO2の削減を、生活レベルを維持しなが

ら行うのは難しいことから、これに対応できる効果的な手段
となり得ます。日本の住宅全体に普及することにより、家庭
から排出されるCO2の大幅な削減が期待できます。また、事務
所の建物などに拡大すると更に大きな削減が期待できます。東京大学の本部棟に設置した内窓

 東京大学 李家教授、全日空、ボーイング  
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の試験では、暖房エネルギーが４３％削減されました。 
 
●LCA的観点からの評価 
化学産業は、基礎素材から製品まで多種多様な製品を生み出しており、原料、製造、流通、 
消費段階、リサイクル・廃棄段階でCO2を排出している一方、新素材開発・市場投入により、
ライフサイクルでのCO2排出削減に貢献しています。 
 当協会はLCA的観点からの化学製品の貢献を定量的に把握するため、国際化学工業協会協
議会（ICCA） 
 の活動を通して、８分野１０２製品についての評価を実施しました。 
 
１）IＣＣＡの活動成果の公表 
  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７．CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)のののの概念概念概念概念：：：：    

図７．CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)のののの概念概念概念概念：：：：    

図７．CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)CLCA(Carbon Life Cycle Analysis)のののの概念概念概念概念：：：：    
    

    

                        化学製品に関して、原料採取、製造・流通・消費を経て、リサイクル・廃棄に至る全ての
工程におけるＣＯ２の排出、削減の状況を定量的に把握します。    

cLCA は化学製品に関する、原料採取から、製造、流通、消費を得てリサイクル・廃棄に至
るすべての CO2の排出、削減の状況を把握するものであり、化学製品が関与しているのは、
原料採取、製造、リサイクル・廃棄・埋め立て・焼却に関する工程です。 
イクル・廃棄・埋め立て・焼却に関する工程です。 

原料採取原料採取原料採取原料採取 製造製造製造製造 流通流通流通流通
消費消費消費消費
使用使用使用使用

リサイクルリサイクルリサイクルリサイクル
廃棄廃棄廃棄廃棄
埋埋埋埋めめめめ立立立立てててて
焼却焼却焼却焼却

CO2 CO2 CO2 CO2

CO2 排出量排出量排出量排出量 又又又又はははは CO2換算量換算量換算量換算量

cLCA (Carbon Life Cycle Analysis ））））のののの概念概念概念概念

CO2

化学製品化学製品化学製品化学製品にににに関関関関するするするする、、、、原料採取原料採取原料採取原料採取からからからから、、、、製造製造製造製造・・・・流通流通流通流通・・・・消費消費消費消費をををを経経経経てててて、、、、リサイクルリサイクルリサイクルリサイクル・・・・廃棄廃棄廃棄廃棄にににに至至至至るるるる全全全全てててて
のののの工程工程工程工程におけるにおけるにおけるにおけるＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２のののの排出排出排出排出、、、、削減削減削減削減のののの状況状況状況状況をををを把握把握把握把握
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More than 100 cases evaluated to assess savings from using 

products of the chemical industry

Difference 

in in-use 

emissions 

due to per-
formance
difference 
between 
chemical and 
non-chemical 
product

Non-chemi-

cal product 

emissions

over life
cycle of non-
chemical 
alternative

Gross 

emissions 

savings

Chemical 

products 

emissions

over life
cycle of 
chemical 
product

Calculation scheme to compare the CO2e emissions 

from using a chemical industry product with the total 

avoided CO2e emissions from not using a non-chemical 

industry product 

 

化学化学化学化学産業産業産業産業のののの製品製品製品製品のののの使用使用使用使用によるによるによるによる削減量削減量削減量削減量をををを算定算定算定算定するためにするためにするためにするために評価評価評価評価されたされたされたされた 

100 をををを超超超超えるえるえるえる事例事例事例事例 

化学工業製品の使用による CO2e 排出量と、非化学工業製品を

使用しないことによって回避できる CO2e 排出量を比較する 
ための計算スキーム 

化学製品の 
ライフ 
サイクル 
における 
排出量 

代替可能な 
非化学製品 
のライフ 
サイクルに 
おける非化学 
製品の排出量 

化学製品と 
非化学製品 
の性能の違い 
による使用時 
排出量の相違 

排出量の 
総削減量 

正味正味正味正味のののの削減量削減量削減量削減量

ｃｃｃｃ-LCAのののの評価方法評価方法評価方法評価方法

    
                １１１１（（（（化学製品化学製品化学製品化学製品のののの排出量排出量排出量排出量）：）：）：）：XXXX（（（（排出量排出量排出量排出量のののの総削減量総削減量総削減量総削減量））））    

図８．LCA の評価法 
 

化学製品の CO2排出削減への貢献を定量化するために 2種類の評価指標を採用しています。 
●Ｘ値 
化学製品の使用により節減される CO2 量「Ｘ」を化学製品のライフサイクル（製造だけ
でなく原料採取、リサイクル・廃棄を含め）の間に排出される CO2 排出量で除した値
です。 

●正味の排出削減量： 
化学製品の使用により実現した CO2 総削減量と化学製品のライフスタイルの間に排出さ
れた CO2量との差を表します。 
cLCA は客観性・透明性を期するため①手法は McKinsey 社の提案する方法を採用、②数値
解析の分野別定量データは全てドイツの第三者機関である「エコ研究所」によって検証
されました２）。 
cLCA の基礎データは、輸送分野、断熱材料、建築材料、農業分野、包装資材分野、消費
材、電力、照明器具の 8 つの分野から合計 102 の実例を集めエコ研究所の数値検証を受
けた後、採用されました。 
2005 年に化学産業に係る CO2換算の排出量は世界で 33 億トンでした。排出量の過半数に
あたる 21億トンは、化学産業が原料を仕入れ、化学物質を製造した結果です。また３ガ
ス（HFC,PFC,SF6）等の GHG の排出が 4億トン含まれています。 
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33

The main contributors are insulation, fertilizer & crop protection, 

and lighting
Net abatement 2005 

MtCO2e

0

40

2,400Insulation
700Lighting

220Packaging

230Other
4,410Sub-total

1,600Fertilizer & crop protection
6,010

60
District heating

Piping

Green tires

70
Wind power

Engine efficiency 70
Low-temp. detergents 80
Automotive weight 120

40

Synthetic textile 130
Marine antifouling

60

190

Total
1 : 1

850
5,160Net

0 : 1
3,560

Solar power

Net abatement 
volume per 
chemical 
application

Not explicitly calculated
No realistic alternative 
available

w/o fertilizer & 
crop protection

Source: ICCA/ McKinsey analysis

主要主要主要主要なななな貢献分野貢献分野貢献分野貢献分野はははは、、、、断熱分野断熱分野断熱分野断熱分野、、、、農業分野農業分野農業分野農業分野、、、、照明分野照明分野照明分野照明分野

グラフグラフグラフグラフのののの単位単位単位単位はははは百万百万百万百万ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２eトントントントン

ｃｃｃｃ-LCA 評価結果評価結果評価結果評価結果 ２００５２００５２００５２００５ （（（（除除除除：：：：農業農業農業農業））））

化学製品使用化学製品使用化学製品使用化学製品使用によるによるによるによる
正味正味正味正味GHG

排出削減量排出削減量排出削減量排出削減量
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代替品代替品代替品代替品がががが存在存在存在存在しないしないしないしない製品製品製品製品

正味の削減量
単位：百万CO2トン

肥料及び作物防疫がない場合

正味削減量正味削減量正味削減量正味削減量 ：：：： 5160-1600=3560百万百万百万百万ｔｔｔｔ ⇒⇒⇒⇒ ３６３６３６３６億億億億トントントントン
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エンジン効率化
配管
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図９．2005 年の排出量削減 
 

．  分析したｃLCAから、化学産業により 2005年に可能となる排出削減量の大きい削減手段は、
建築業界向けの断熱材、照明がトップ２を占めています。正味の削減量は 36億トンであり、
化学産業の排出量削減への貢献度を示す X値は約２となります。なお農業分野については、
国や地域での農業技術へのばらつきが大きく、農業資材（農薬、肥料など）の CO2 削減効
果への共通理解が得にくいと考えられるため、排出量削減の合計から除外しました。 
    

    
８８８８．．．．エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー効率効率効率効率のののの国際比較国際比較国際比較国際比較    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                        

            図図図図１０１０１０１０    苛性苛性苛性苛性ソーダソーダソーダソーダ電解電力原単位国際比較電解電力原単位国際比較電解電力原単位国際比較電解電力原単位国際比較（（（（２００４２００４２００４２００４年年年年））））    

 
苛性苛性苛性苛性ソーダソーダソーダソーダ　：　　：　　：　　：　電解電力原単位国際比較電解電力原単位国際比較電解電力原単位国際比較電解電力原単位国際比較（（（（２００４２００４２００４２００４年年年年））））
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                                        図図図図１１１１１１１１                                            

 

苛性ソーダの国際比較は、苛性ソーダ製造プロセス（水銀法・隔膜法・イオン交換膜法）の各
国における普及率を加重平均して求めたものであります。  
 図９に示したように、日本は製造プロセスの転換が順調に進んでおり、欧米諸国に比べて、エ
ネルギー効率が１０～２０％優れています。（資料：日本ソーダ工業会）    
                              
９９９９．．．．ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２以外以外以外以外のののの温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス対策対策対策対策    

日本化学工業協会では、日本フルオロカーボン協会と共に HFC 等３ガスの製造業者と
しての自主行動計画を実行しています。この HFC 等 3 ガスの排出量は基準年（1995 年）
に比べ、2008 年で 89 %減となりました。また 2008 年のエネルギー起源の CO２及び HFC
等 3 ガス排出量（CO２換算）の合計は、基準年に比較して 26%減少しています。 
（ＨＦＣ等３ガスについては、暦年での集計結果です。） 
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１１１１００００．．．．森林吸森林吸森林吸森林吸収源収源収源収源のののの育成育成育成育成・・・・保全保全保全保全にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ    

   会員企業の中には、水力発電の水源付近を社有林として保有していたり、保安防災のため
に地域緩衝地帯として林を所有しています。それら森林の維持育成にあたり、森や林の下草刈
りなどは、社員のボランティア活動を含め、自主的に行っています。採石後に植林を行い山の
みどりの環境景観保護に努めている企業もあります。 

 

 

１１１１１１１１．．．．環環環環境境境境マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント、、、、海外事業活動海外事業活動海外事業活動海外事業活動におけるにおけるにおけるにおける環境保全活動等環境保全活動等環境保全活動等環境保全活動等 

１） 化学業界は、「レスポンシブル・ケア」活動の推進を通じて、各社が環境保全､労働安
全等に対する自主行動計画を立て、地球環境を保全し、人の安全と健康を守るために
積極的に取組んでおります。又その成果を公表し､社会とのコミュニケーションを図っ
ています。 

 

２）「日本の化学産業が保有する省エネルギー・環境に関する技術集」の作成 
エネルギー消費が著しく増加しているアジアの途上国への日本の省エネ・環境の移転を行うこ
とが大切と考え、会員企業が保有する移転可能な技術を集め、「技術集」を作成しました。会員
から寄せられた５８の事例が、排熱エネルギーの回収、排ガス処理、水処理・排水処理、製造
プロセスの合理化、運転の最適化、運転の高度制御、リサイクル、その他の８つのカテゴリー
に分類し紹介しています。 
この小冊子は日本語版のほか、英語版、中国語にも翻訳し、中国をはじめ、アジア発展途上

国の省エネルギー及び環境保全活動に役立てています。２００８年１１月東京で開催された「第
３回日中省エネルギー・環境総合フォーラム」でもその幾つかの事例を紹介いたしました。今
後、日化協と中国石化協との間で、その活用・普及促進が合意され、省エネルギーおよび環境
保全活動に貢献されるものと期待しています。 
 

３）第４回 日中 省エネルギー・環境総合フォーラム 
2009 年 11 月 8 日、北京の人民大会堂において、「第 4 回 日中 省エネルギー・環境総合フ

ォーラム」が開催され、化学分科会を通じて、日中の化学業界の協力関係強化が図られました。
昨年の日本での開催に続く、第４回日中 省エネルギー・環境総合フォーラムには、日中合わせ
て、約 1,000 名の参加がありました。李克強 中国国務院副総理の挨拶に続いて、直嶋正行 日
本国経済産業大臣および解振華 中国国家発展・改革委員会副主任の基調講演などが行われまし
た。午後には、「化学」「トップランナー政策」「循環経済」など 7つの分科会が開かれ、化学分
科会において、日本側から省エネルギー技術、化学物質管理、地球温暖化対策などのテーマで
のプレゼンテーションが行われ、活発な意見交換が行われました。 

 



日本化学工業協会 

 
17 

 
 

 

４）化学業界の国際組織ＩＣＣＡ（国際化学工業協会協議会）における活動 
２００７年１０月「気候変動とエネルギー政策」が重要課題として取り上げられ、「Energy and 
Climate Change Leadership Group」が編成されました。日本はその議長国として、２００８年
２月にワシントンＤＣ、５月に東京において欧州及び米国の化学工業協会との会議を開催し、
政策タスクフォース、広報・宣伝タスクフォース、ＬＣＡタスクフォース、ベンチマークタス
クフォースの４つのタスクフォースを立ち上げ、気候変動対策に積極的に貢献していくことを
確認しました。 
①ベンチマーク 
ベンチマークタスクフォースでは、化学業界として貢献するエネルギー削減活動の指針を得る
ため、石油化学製品等エネルギー消費量の大きい製品を対象にエネルギー効率指標作りのため
の方法論を日米欧で議論し、情報を共有化しています。 
②技術開発ロードマップの作成 
「Cool Earth エネルギー革新技術計画」をベースに化学業界の技術開発ロードマップを日米欧
で作成し、共有化しています。2010 年度は IEA と連携して、化学産業としてのインパクトも考
え、多くのテーマの中から（ⅰ）高エネルギー効率住宅（ゼロエミッション住宅）、（ⅱ）触媒
技術による革新プロセスの開発、（ⅲ）バイオマスエネルギーの３テーマを選定し、技術面、政
策的な障害、コスト、時間軸等を明確にしたロードマップの作成を計画しています。 
 
５）CO2 削減のための新たな二国間オフセットメカニズム構築に関する活動 
 経済産業省は、日本企業が持つ温暖化効果ガス削減技術を途上国などにおける CO2 削減のた
めに活用する新たな二国間オフセットメカニズムの構築を進めています。多くの課題を抱える
従来の国連主導のクリーン開発メカニズム（CDM）に替えて、二国間協定で排出枠をやり取りす
る仕組みを目指すものであり、企業にとってはリスクを低減しつつ、海外での事業化により排
出枠の取得が期待できます。 
 日化協では他産業とともに、この新たなメカニズムの構想・構築の段階から加わり、経済産
業省に協力してきました。今後、化学産業の有する優れた温暖化効果ガス削減技術が海外で活
用されて、温暖化防止のために役立つことが期待されます。 
 

 


